
1 交付決定額 （単位：千円）

増減率％

△ 0.2

(1) 皆減

(2) 4.5

△ 8.3

※令和７年度の普通交付税額は当初算定額。

　 当該年度の決算額は国の再算定により163億円。（当初算定比＋25億円）

2 基準財政需要額、基準財政収入額等について （単位：億円）

増減 ①-②

(a) 26.6

(b) 1.1

(c) 0.1

(d) 0.2

(e) △ 0.5

(f) 4.1

(g) 3.7

(h) 12.2

（Ａ） 47.5

(a)' 10.1

(b)' △ 0.1

(c)' 15.1

(d)' 2.9

(e)' 19.7

(Ｂ) 47.7
交付
基準額 △ 0.2

※交付基準額と普通交付税決定額との差額は調整額。

資 料 提 供 日 令和８年７月２４日

担 当 課 財　　政　　課

担 当 者 八 木　富 大 郎

電 話 番 号 ２２１－２２１０

合計  (a)'+(b)'+(c)'+(d)'+(e)' 950.6 902.9

（Ａ）-（Ｂ） 138.3 138.5

地方特例交付金

基
準
財
政
収
入
額

市民税個人 262.2 252.1

市民税法人税割 38.0 38.1

固定資産税 364.9 349.8

7.0 4.1

その他 278.5 258.8

臨時財政対策債償還基金費 12.2 0.0

合計　(a)+(b)+(c)+(d)+(e)+(f)+(g)+(h) 1,088.9 1,041.4

包括算定経費（人口・面積） 91.9 87.8

公債費等 127.8 124.1

基
準
財
政
需
要
額

個別算定経費 834.8 808.2

地域の元気創造事業費 8.0 6.9

人口減少等特別対策事業費 7.7 7.6

地域社会再生事業費 4.3 4.1

地域デジタル社会推進費 2.2 2.7

区　分 ８年度 ① ７年度 ②

(1)：R9～R13（5年間）の臨財債償還分が先行交付されたもの。

(2)：減債基金繰入金は、R3～R7の追加交付で後年度の臨財債償還分が先行交付
　　　され、全額を減債基金に積み立てたもの。

減債基金繰入 838,347 802,485 35,862

合　計 13,377,162 14,592,294 △ 1,215,132

普通交付税額 13,760,118 13,789,809 △ 29,691

うち　臨財債償還
基金費

△ 1,221,303 0 △ 1,221,303

令和８年度　普通交付税について

区　分 ８年度 ① ７年度 ② 増減 ①-②


